
 

 
 
 

 

  
会には、町長の提出する議案を賛成と反対

をする議案審議と、町にはたらきかける一般

質問と、議会が条例を作る政策づくりと、国や県に

意見書を提出する役目があります。多くの議会は政

策づくりや国への意見書を提出するのは苦手です。 
 

まで、国への意見書の提出は、議案審議す

る前に話し合って全員賛成がわかった場合、

議会運営委員会委員長が議案提出者でした。９月

より、意見書を提出しようと働きかけた議員が、提

出者になるので、議会報にも提出者として名前が

でるようになりました。９月議会では、意見書が９本

提出されました。活発な議会になりました。政党か

ら提出するようにいわれている意見書、住民のみなさ

んからの請願による意見書もあります。 

 

っている事の一つは、小中学校のクラス定

員です。国・県の基準では小学校１，２年生

は１クラス 35 人です。１学年 36 人だと 18 人ずつ

の２クラスになります。１学年 35 人だと１クラスです。

菅谷小学校３年生は 76 人です。１，２年生の時

は、３クラスで１クラス子ども数は 25～26人でした。

３年生になると国・県の基準は１クラス 40 人です。 

 

谷小の３年生は１クラス 38 人の２クラスに

なりました。２５～２６人のクラスが３８人のク

ラスです。１クラスの人数が急に１２人も増える とク

ラス運営が難しくなります。菅谷小だけでなく、全

国共通の悩みです。 
 

校の現状を解決してほしいと国への意見書 

「すべての学年の１学級の定員を３５名にし、

格差が広がっているので、父母が負担している教材

費を、国が負担する制度にしてほしい」を提出す

る議案は、９月議会では下の表のとおり否決でした。 

12 月議会では、「小学校１年生１クラス３５人を１クラ

ス４０人に戻さないでください。すべての学年を３５

人学級にしてください」という意見書の議案が提出

されます。どうなるか・・・ 
 

発震災後、「原発事故子ども・被災者支援法」

が、国会議員全員賛成で成立しました。が、

国は「原発事故子ども・被災者支援法」を無視して、

放射能被ばくした子どもの甲状腺がんや白血病

になる危険性を危険ではないとしています。「放射能

被ばくした子どもたちに健康な生活を保障してくださ

い」という国への意見書提出も嵐山町議会否決です。 

国に従うのではなく、議員は自分で調べるべきです。

 

政党の政策、会派の意向、政府の財政政策ではなく、地域の実情から国のあり方を考える人が必要です。 
    

●は賛成・×は反対･★は提

案者、欄外の⑴⑵は正式な
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３５人学級にし、親の負担を少なく

することを求める内容の意見書⑴ 
× × × ● × × ● ● ● × × ★ 

議

長 原発事故こども・被災者支援法に

基づく支援を求める意見書⑵ 
× × × × × × ● ● ● × × ★ 

⑴現状の課題に対応する義務教育制度改革を求める意見書 ⑵原発事故子ども・被災者支援法にもとづく施策の拡充と早期実施を求める意見書 
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今の時代こそ、女性リーダーが必要です。 
おじさん議員はいりません！！普通センスの女性議員がほしい。 

毎日のごはんをつくり、子どもやおとしよりや女性たちがともにいきて 一つ一つの命を 

大切にするために、小さい声を聞いて、自分の視点で、考え、発言できる議員がほしい。  


